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　　　　　　　　　　　　　　　　審決
不服２０２０－　　１８７０

　（省略）
　請求人　　　　　　　　　ゼネラル・エレクトリック・カンパニイ

　（省略）
　代理人弁理士　　　　　　小倉 博

　（省略）
　代理人弁理士　　　　　　黒川 俊久

　　　特願２０１４－１５８２９７「トルクリップルが低減されたスポーク永久
　　磁石機械およびその製造方法」拒絶査定不服審判事件〔平成２７年２月１６
　　日出願公開、特開２０１５－３３３２９〕について、次のとおり審決する。

　結　論
　　　本件審判の請求は、成り立たない。

　理　由
　　第１ 手続の経緯
　　　本願は、平成２６年８月４日（パリ条約による優先権主張２０１３年８月
　　５日、米国）の出願であって、その手続の経緯は以下のとおりである。
　　平成２９年　７月２４日　　：手続補正書の提出
　　平成３０年　６月１９日付け：拒絶理由通知書
　　平成３０年　９月１１日　　：意見書、手続補正書の提出
　　平成３１年　３月２７日付け：拒絶理由通知書
　　令和　元年　６月２４日　　：意見書、手続補正書の提出
　　令和　元年１１月　６日付け：拒絶査定
　　令和　２年　２月１０日　　：審判請求書、手続補正書の提出
　　令和　２年１２月１５日付け：拒絶理由通知書
　　令和　３年　３月１１日　　：意見書、手続補正書の提出
　　令和　３年　５月１４日付け：拒絶理由(最後の拒絶理由）通知書
　　令和　３年　６月２５日　　：意見書、手続補正書の提出

　　第２　令和３年６月２５日提出の手続補正書でした補正についての補正の却
　　下の決定
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　　［補正の却下の決定の結論］
　　　令和３年６月２５日提出の手続補正書でした補正（以下「本件補正」とい
　　う。）を却下する。
　　［理由］
　　１　本件補正について（補正の内容）
　　（１）本件補正後の特許請求の範囲の記載
　　　本件補正により、特許請求の範囲の請求項１～８の記載は、次のとおり補
　　正された。（下線部は、補正箇所である。）
　　「【請求項１】
　　　内部永久磁石機械であって、
　　　　複数のステータティース（４４）を含むステータコア（４０）と、
　　　　前記複数のステータティース（４４）の周りに巻回され、交流電流で励
　　磁されるとステータ磁界を発生させるステータ巻線（５０）と、
　　　を備えるステータ組立体（１４）と、
　　　前記ステータ組立体（１４）により画定された空洞（４６）内に配置され
　　かつ前記ステータ組立体（１４）に対して回転するように構成されたロータ
　　組立体（１２）であって、
　　　　シャフトボディ（２４）と前記シャフトボディ（２４）から径方向外側
　　に延びる複数の突起（２２）とを備える軸（１８）であって、前記複数の突
　　起（２２）が前記シャフトボディ（２４）を中心（７６）として円周に前記
　　シャフトボディ（２４）の軸線方向長さに沿って形成され、周方向に複数配
　　置される、前記軸（１８）と、
　　　　前記複数の突起（２２）を受け入れるように、前記軸（１８）の周囲に
　　配設された複数の薄板積層体（６０）であって、前記複数の薄板群（６２、
　　６４、６６）の各々が複数の薄板（３０）を備える、前記複数の薄板積層体
　　（６０）と、
　　　　前記ステータ磁界と相互作用してトルクを生成する磁界を発生させるよ
　　うに構成された複数の永久磁石（３４）であって、前記複数の永久磁石（３
　　４）の各々が蟻継ぎ状凹部（３２）内に配置され、前記蟻継ぎ状凹部（３２
　　）は、隣接する薄板積層体（６０）の対の間に形成される、前記複数の永久
　　磁石（３４）と、
　　　を備える前記ロータ組立体（１２）とを備え、
　　　前記複数の突起（２２）の各々が、前記複数の薄板群（６２、６４、６６
　　）に渡って前記シャフトボディ（２４）の軸線方向長さに沿って連続して形
　　成され、
　　　前記複数の突起（２２）の各々が、異なる半径位置において周方向に突出
　　する複数の突部を備え、
　　　前記複数の薄板（３０）の各々が、前記複数の突起（２２）の１つを受け
　　入れてスポークロータ軸を形成するように前記薄板（３０）に形成された軸
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　　突起切欠き部（５８）を含み、
　　　前記複数の薄板群（６２、６４、６６）の１つに形成された前記軸突起切
　　欠き部（５８）が、前記複数の薄板群（６２、６４、６６）の他の１つに形
　　成された前記軸突起切欠き部（５８）から角度的にオフセットされ、
　　　前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３
　　０）の径方向の最大長さの６０％未満である、内部永久磁石機械。
　　　　【請求項２】
　　　前記複数の永久磁石（３４）の各永久磁石（３４）は、複数の磁石ブロッ
　　ク（７２）を備え、前記複数の磁石ブロック（７２）の各々が前記積層群の
　　各々に対応して配置され、
　　　前記複数の磁石ブロック（７２）の各々の半径方向内側に非金属製の下部
　　ウェッジが配置され、
　　　前記複数の磁石ブロック（７２）の各々の半径方向外側に非金属製の上部
　　ウェッジが配置され、
　　　前記複数の薄板積層体（６０）がロータコア（１６）を集合的に形成し、
　　前記複数の薄板積層体（６０）の各々が前記ロータコア（１６）のロータ極
　　（２８）を形成する、請求項１に記載の機械。
　　　　【請求項３】
　　　前記複数の薄板群（６２、６４、６６）が、第１の薄板群（６２）と、第
　　２の薄板群（６４）と、第３の薄板群（６６）とを含み、前記第２の薄板群
　　（６４）が前記第１の薄板群（６２）と第３の薄板群（６６）との間に軸線
　　方向（６８）に位置決めされ、
　　　前記第２の薄板群（６４）の前記薄板（８２）に形成された前記軸突起切
　　欠き部（５８）が、前記薄板（８２）の中心（７６）に位置するように形成
　　され、
　　　前記第１の薄板群（６２）の前記薄板（７４）および前記第３の薄板群（
　　６６）の前記薄板（８４）に形成された前記軸突起切欠き部（５８）が、前
　　記薄板（７４、８４）の中心（７６）からオフセットされるように形成され
　　、前記第１の薄板群（６２）の前記薄板（７４）に形成された前記軸突起切
　　欠き部（５８）が、中心（７６）から第１の角度方向（７８）にオフセット
　　され、前記第３の薄板群（６６）の前記薄板（８４）に形成された前記軸突
　　起切欠き部（５８）が、中心（７６）から前記第１の角度方向（７８）と反
　　対方向の第２の角度方向（８６）にオフセットされる、請求項１または２に
　　記載の機械。
　　　　【請求項４】
　　　前記第１の薄板群（６２）の前記薄板（７４）および前記第３の薄板群（
　　６６）の前記薄板（８４）に形成された前記軸突起切欠き部（５８）が、前
　　記第２の薄板群（６４）の前記薄板（８２）に形成された前記軸突起切欠き
　　部（５８）を中心（７６）として対称に形成されるように、中心（７６）か
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　　ら等しい角度だけオフセットされる、
　　又は、
　　　前記第１の薄板群（６２）の前記薄板（７４）および前記第３の薄板群（
　　６６）の前記薄板（８４）に形成された前記軸突起切欠き部（５８）が、前
　　記第２の薄板群（６４）の前記薄板（８２）に形成された前記軸突起切欠き
　　部（５８）を中心（７６）として非対称に形成されるように、中心（７６）
　　から異なる角度だけオフセットされる、請求項３に記載の機械。
　　　　【請求項５】
　　　前記オフセット（８０、８８）が、ステータスロットピッチの半分以下で
　　あり、
　　　前記ステータ組立体（１４）およびロータ組立体（１２）が、分布巻線（
　　５０）を有する分割型スポーク電気モータを構成する、請求項１乃至４のい
　　ずれかに記載の機械。
　　　　【請求項６】
　　　内部永久磁石機械を組み立てる方法であって、
　　　複数のステータティース（４４）の周りに巻回され、交流電流で励磁され
　　るとステータ磁界を発生させるステータ巻線（５０）を備えた前記複数のス
　　テータティース（４４）を有するステータコア（４０）を備えるステータ組
　　立体（１４）を用意することと、
　　　前記ステータ組立体（１４）により形成された空洞（４６）内で回転可能
　　であるロータ組立体（１２）を用意することであって、
　　　　シャフトボディ（２４）と複数の突起（２２）を備える軸（１８）であ
　　って、前記複数の突起（２２）が前記ロータ組立体（１２）の回転軸の軸線
　　方向長さに沿って径方向に延び、前記複数の突起（２２）の各々が、複数の
　　薄板群（６２、６４、６６）に渡って前記シャフトボディ（２４）の軸線方
　　向長さに沿って連続して形成される前記軸（１８）を用意することと、
　　　　複数の薄板積層体（６０）が前記軸（１８）の円周に位置決めされかつ
　　前記複数の薄板積層体（６０）の各々が前記軸（１８）の前記軸線方向長さ
　　に沿って複数の薄板群（６２、６４、６６）として配設されてスポークロー
　　タ軸を形成するように、前記複数の薄板積層体（６０）を前記軸（１８）の
　　前記複数の突起（２２）上に配置することであって、前記複数の突起（２２
　　）の各々が、異なる半径位置において周方向に突出する複数の突部を備え、
　　前記複数の薄板群（６２、６４、６６）の１つが前記複数の薄板群（６２、
　　６４、６６）の他の１つに対して角度オフセット（８０、８８）を有するよ
　　うに前記軸（１８）上に位置決めされるように、前記複数の薄板積層体（６
　　０）を前記軸（１８）の前記複数の突起（２２）上に配置することと、
　　　　前記複数の薄板積層体（６０）により画定された蟻継ぎ状の開口内に、
　　前記ステータ磁界と相互作用してトルクを生成する磁界を発生させる複数の
　　永久磁石（３４）を固定することと、
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　　　を含む前記ロータ組立体（１２）を用意することと、
　　を含み、
　　　前記複数の薄板積層体（６０）を前記軸（１８）の前記複数の突起（２２
　　）上に配置することが、前記複数の薄板積層体（６０）の各薄板（３０）に
　　、前記複数の突起（２２）の１つを受け入れるように構成された軸突起切欠
　　き部（５８）を形成することを更に含み、
　　　前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３
　　０）の径方向の最大長さの６０％未満である、方法。
　　　　【請求項７】
　　　前記軸突起切欠き部（５８）を形成することが、前記軸突起切欠き部（５
　　８）を前記薄板（３０）にレーザ切断すること含み、
　　　前記角度オフセット（８０、８８）が、ステータスロットピッチの半分で
　　ある、請求項６に記載の方法。
　　　　【請求項８】
　　　内部永久磁石機械に使用するロータ組立体（１２）であって、
　　　シャフトボディと、前記シャフトボディから径方向外側に延びる複数の突
　　起（２２）であって、前記シャフトボディの軸線方向長さに沿って前記シャ
　　フトボディを中心（７６）として円周に複数形成された前記複数の突起（２
　　２）とを含む軸（１８）と、
　　　前記複数の突起（２２）上に配置された複数の薄板積層体（６０）であっ
　　て、前記複数の薄板積層体（６０）の各々が前記軸（１８）に沿って軸線方
　　向（６８）に配設された複数の薄板群（６２、６４、６６）を備え、前記複
　　数の薄板群（６２、６４、６６）の各々が複数の薄板（３０）を備える、前
　　記複数の薄板積層体（６０）と、
　　　前記複数の薄板積層体（６０）の間に形成される複数の蟻継ぎ状凹部（３
　　２）内に配置された複数の永久磁石（３４）とを備え、
　　　前記複数の突起（２２）の各々が、前記複数の薄板群（６２、６４、６６
　　）に渡って前記シャフトボディ（２４）の軸線方向長さに沿って連続して形
　　成され、
　　　前記複数の突起（２２）の各々が、異なる半径位置において周方向に突出
　　する複数の突部を備え、
　　　前記複数の薄板積層体（６０）の各々が、それぞれの軸突起（２２）を受
　　け入れてスポクロータ軸を形成するように前記薄板積層体（６０）に形成さ
　　れた軸突起切欠き部（５８）を含み、前記複数の薄板群（６２、６４、６６
　　）の１つに形成された前記軸突起切欠き部（５８）が、前記複数の薄板群（
　　６２、６４、６６）の他の１つに形成された前記軸突起切欠き部（５８）か
　　ら角度的にオフセットされ、
　　　前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３
　　０）の径方向の最大長さの６０％未満である、
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　　ロータ組立体（１２）。」
　　　
　　（２）本件補正前の特許請求の範囲
　　　本件補正前の、令和３年３月１１日提出の手続補正書で補正された特許請
　　求の範囲の請求項１～８の記載は次のとおりである。（下線部は、補正箇所
　　である。）
　　「【請求項１】
　　　内部永久磁石機械であって、
　　　　複数のステータティース（４４）を含むステータコア（４０）と、
　　　　前記複数のステータティース（４４）の周りに巻回され、交流電流で励
　　磁されるとステータ磁界を発生させるステータ巻線（５０）と、
　　　を備えるステータ組立体（１４）と、
　　　前記ステータ組立体（１４）により画定された空洞（４６）内に配置され
　　かつ前記ステータ組立体（１４）に対して回転するように構成されたロータ
　　組立体（１２）であって、
　　　　シャフトボディ（２４）から径方向外側に延びる複数の突起（２２）で
　　あって、前記シャフトボディ（２４）を中心（７６）として円周に前記シャ
　　フトボディ（２４）の軸線方向長さに沿って形成され、周方向に複数配置さ
　　れた前記複数の突起（２２）を備える軸（１８）と、
　　　　前記複数の突起（２２）を受け入れるように、前記軸（１８）の周囲に
　　配設された複数の薄板積層体（６０）であって、前記複数の薄板群（６２、
　　６４、６６）の各々が複数の薄板（３０）を備える、前記複数の薄板積層体
　　（６０）と、
　　　　前記ステータ磁界と相互作用してトルクを生成する磁界を発生させるよ
　　うに構成された複数の永久磁石（３４）であって、前記複数の永久磁石（３
　　４）の各々が蟻継ぎ状凹部（３２）内に配置され、前記蟻継ぎ状凹部（３２
　　）は、隣接する薄板積層体（６０）の対の間に形成される、前記複数の永久
　　磁石（３４）と、
　　　を備える前記ロータ組立体（１２）とを備え、
　　　前記複数の突起（２２）の各々が、前記複数の薄板群（６２、６４、６６
　　）に渡って前記シャフトボディ（２４）の軸線方向長さに沿って連続して形
　　成され、
　　　前記複数の突起（２２）の各々が、異なる半径位置において周方向に突出
　　する複数の突部を備え、
　　　前記複数の薄板（３０）の各々が、前記複数の突起（２２）の１つを受け
　　入れてスポークロータ軸を形成するように前記薄板（３０）に形成された軸
　　突起切欠き部（５８）を含み、
　　　前記複数の薄板群（６２、６４、６６）の１つに形成された前記軸突起切
　　欠き部（５８）が、前記複数の薄板群（６２、６４、６６）の他の１つに形
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　　成された前記軸突起切欠き部（５８）から角度的にオフセットされ、
　　　前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３
　　０）の径方向の最大長さの６０％未満である、内部永久磁石機械。
　　　　【請求項２】
　　　前記複数の永久磁石（３４）の各永久磁石（３４）は、複数の磁石ブロッ
　　ク（７２）を備え、前記複数の磁石ブロック（７２）の各々が前記積層群の
　　各々に対応して配置され、
　　　前記複数の磁石ブロック（７２）の各々の半径方向内側に非金属製の下部
　　ウェッジが配置され、
　　　前記複数の磁石ブロック（７２）の各々の半径方向外側に非金属製の上部
　　ウェッジが配置され、
　　　前記複数の薄板積層体（６０）がロータコア（１６）を集合的に形成し、
　　前記複数の薄板積層体（６０）の各々が前記ロータコア（１６）のロータ極
　　（２８）を形成する、請求項１に記載の機械。
　　　　【請求項３】
　　　前記複数の薄板群（６２、６４、６６）が、第１の薄板群（６２）と、第
　　２の薄板群（６４）と、第３の薄板群（６６）とを含み、前記第２の薄板群
　　（６４）が前記第１の薄板群（６２）と第３の薄板群（６６）との間に軸線
　　方向（６８）に位置決めされ、
　　　前記第２の薄板群（６４）の前記薄板（８２）に形成された前記軸突起切
　　欠き部（５８）が、前記薄板（８２）の中心（７６）に位置するように形成
　　され、
　　　前記第１の薄板群（６２）の前記薄板（７４）および前記第３の薄板群（
　　６６）の前記薄板（８４）に形成された前記軸突起切欠き部（５８）が、前
　　記薄板（７４、８４）の中心（７６）からオフセットされるように形成され
　　、前記第１の薄板群（６２）の前記薄板（７４）に形成された前記軸突起切
　　欠き部（５８）が、中心（７６）から第１の角度方向（７８）にオフセット
　　され、前記第３の薄板群（６６）の前記薄板（８４）に形成された前記軸突
　　起切欠き部（５８）が、中心（７６）から前記第１の角度方向（７８）と反
　　対方向の第２の角度方向（８６）にオフセットされる、請求項１または２に
　　記載の機械。
　　　　【請求項４】
　　　前記第１の薄板群（６２）の前記薄板（７４）および前記第３の薄板群（
　　６６）の前記薄板（８４）に形成された前記軸突起切欠き部（５８）が、前
　　記第２の薄板群（６４）の前記薄板（８２）に形成された前記軸突起切欠き
　　部（５８）を中心（７６）として対称に形成されるように、中心（７６）か
　　ら等しい角度だけオフセットされる、
　　又は、
　　　前記第１の薄板群（６２）の前記薄板（７４）および前記第３の薄板群（
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　　６６）の前記薄板（８４）に形成された前記軸突起切欠き部（５８）が、前
　　記第２の薄板群（６４）の前記薄板（８２）に形成された前記軸突起切欠き
　　部（５８）を中心（７６）として非対称に形成されるように、中心（７６）
　　から異なる角度だけオフセットされる、請求項３に記載の機械。
　　　　【請求項５】
　　　前記オフセット（８０、８８）が、ステータスロットピッチの半分以下で
　　あり、
　　　前記ステータ組立体（１４）およびロータ組立体（１２）が、分布巻線（
　　５０）を有する分割型スポーク電気モータを構成する、請求項１乃至４のい
　　ずれかに記載の機械。
　　　　【請求項６】
　　　内部永久磁石機械を組み立てる方法であって、
　　　複数のステータティース（４４）の周りに巻回され、交流電流で励磁され
　　るとステータ磁界を発生させるステータ巻線（５０）を備えた前記複数のス
　　テータティース（４４）を有するステータコア（４０）を備えるステータ組
　　立体（１４）を用意することと、
　　　前記ステータ組立体（１４）により形成された空洞（４６）内で回転可能
　　であるロータ組立体（１２）を用意することであって、
　　　　シャフトボディ（２４）と複数の突起（２２）を備える軸（１８）であ
　　って、前記複数の突起（２２）が前記ロータ組立体（１２）の回転軸の軸線
　　方向長さに沿って径方向に延び、前記複数の突起（２２）の各々が、複数の
　　薄板群（６２、６４、６６）に渡って前記シャフトボディ（２４）の軸線方
　　向長さに沿って連続して形成される前記軸（１８）を用意することと、
　　　　複数の薄板積層体（６０）が前記軸（１８）の円周に位置決めされかつ
　　前記複数の薄板積層体（６０）の各々が前記軸（１８）の前記軸線方向長さ
　　に沿って複数の薄板群（６２、６４、６６）として配設されてスポークロー
　　タ軸を形成するように、前記複数の薄板積層体（６０）を前記軸（１８）の
　　前記複数の突起（２２）上に配置することであって、前記複数の突起（２２
　　）の各々が、異なる半径位置において周方向に突出する複数の突部を備え、
　　前記複数の薄板群（６２、６４、６６）の１つが前記複数の薄板群（６２、
　　６４、６６）の他の１つに対して角度オフセット（８０、８８）を有するよ
　　うに前記軸（１８）上に位置決めされるように、前記複数の薄板積層体（６
　　０）を前記軸（１８）の前記複数の突起（２２）上に配置することと、
　　　　前記複数の薄板積層体（６０）により画定された蟻継ぎ状の開口内に、
　　前記ステータ磁界と相互作用してトルクを生成する磁界を発生させる複数の
　　永久磁石（３４）を固定することと、
　　　を含む前記ロータ組立体（１２）を用意することと、
　　を含み、
　　　前記複数の薄板積層体（６０）を前記軸（１８）の前記複数の突起（２２
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　　）上に配置することが、前記複数の薄板積層体（６０）の各薄板（３０）に
　　、前記複数の突起（２２）の１つを受け入れるように構成された軸突起切欠
　　き部（５８）を形成することを更に含み、
　　　前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３
　　０）の径方向の最大長さの６０％未満である、方法。
　　　　【請求項７】
　　　前記軸突起切欠き部（５８）を形成することが、前記軸突起切欠き部（５
　　８）を前記薄板（３０）にレーザ切断すること含み、
　　　前記角度オフセット（８０、８８）が、ステータスロットピッチの半分で
　　ある、請求項６に記載の方法。
　　　　【請求項８】
　　　内部永久磁石機械に使用するロータ組立体（１２）であって、
　　　シャフトボディと、前記シャフトボディから径方向外側に延びる複数の突
　　起（２２）であって、前記シャフトボディの軸線方向長さに沿って前記シャ
　　フトボディを中心（７６）として円周に複数形成された前記複数の突起（２
　　２）とを含む軸（１８）と、
　　　前記複数の突起（２２）上に配置された複数の薄板積層体（６０）であっ
　　て、前記複数の薄板積層体（６０）の各々が前記軸（１８）に沿って軸線方
　　向（６８）に配設された複数の薄板群（６２、６４、６６）を備え、前記複
　　数の薄板群（６２、６４、６６）の各々が複数の薄板（３０）を備える、前
　　記複数の薄板積層体（６０）と、
　　　前記複数の薄板積層体（６０）の間に形成される複数の蟻継ぎ状凹部（３
　　２）内に配置された複数の永久磁石（３４）とを備え、
　　　前記複数の突起（２２）の各々が、前記複数の薄板群（６２、６４、６６
　　）に渡って前記シャフトボディ（２４）の軸線方向長さに沿って連続して形
　　成され、
　　　前記複数の突起（２２）の各々が、異なる半径位置において周方向に突出
　　する複数の突部を備え、
　　　前記複数の薄板積層体（６０）の各々が、それぞれの軸突起（２２）を受
　　け入れてスポクロータ軸を形成するように前記薄板積層体（６０）に形成さ
　　れた軸突起切欠き部（５８）を含み、前記複数の薄板群（６２、６４、６６
　　）の１つに形成された前記軸突起切欠き部（５８）が、前記複数の薄板群（
　　６２、６４、６６）の他の１つに形成された前記軸突起切欠き部（５８）か
　　ら角度的にオフセットされ、
　　　前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３
　　０）の径方向の最大長さの６０％未満である、
　　ロータ組立体（１２）。」

　　２　補正の適否
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　　（１）本件補正前の特許請求の範囲の請求項１、６及び８には、令和３年３
　　月１１日提出の手続補正書でした補正により、「前記軸突起切欠き部（５８
　　）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの６
　　０％未満である」という事項が追加されたところ、本件補正後の特許請求の
　　範囲の請求項１、６及び８にも、依然として「前記軸突起切欠き部（５８）
　　の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの６０
　　％未満である」という事項が記載されている。
　　　そこで、特許請求の範囲の請求項１、６及び８の記載を、「前記軸突起切
　　欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３０）の径方向の
　　最大長さの６０％未満である」という記載を含むものとする補正事項を含ん
　　だ本件補正が、本願の願書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図
　　面（以下、「当初明細書等」という。）に記載した事項の範囲内においてし
　　たものといえるかを、以下、検討する。
　　（２）当初明細書等の明細書及び特許請求の範囲には、軸突起切欠き部（５
　　８）の径方向の長さに関する記載は一切存在しないが、請求人は、令和３年
　　３月１１日提出の意見書にて、軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さ
　　が、複数の薄板（３０）の最大長さの６０％未満であるとする根拠を、少な
　　くとも図４及び段落［００３１］と主張することから、出願当初の図４並び
　　に図４に関連する段落［００１４］、［００１５］及び［００３１］の記載
　　を検討する。
　　　出願当初の図４並びに図４に関連する段落［００１４］、［００１５］及
　　び［００３１］には、次のとおり記載されている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　（［図４］）
　　「図面は、本発明を実施するために現在考えられる好ましい実施形態を例示
　　する。」（段落［００１４］）
　　「【図１Ａ】本発明の例示的な実施形態に係る、ステータ組立体とロータ組
　　立体とを含む、内部永久磁石（ＩＰＭ）機械の断面図である。
　　【図１Ｂ】本発明の例示的な実施形態に係る、ステータ組立体とロータ組立
　　体とを含む、内部永久磁石（ＩＰＭ）機械の断面図である。
　　【図２】本発明の例示的な実施形態に係る図１ＡのＩＰＭ機械の部分断面図
　　である。
　　【図３】本発明の例示的な実施形態に係る図１ＡのＩＰＭ機械の斜視図であ
　　る。
　　【図４】本発明の例示的な実施形態に係る図３のＩＰＭ機械に使用する、中
　　心から第１の方向に角度的にオフセットされた軸突起切欠き部が形成された
　　ロータ薄板の図である。
　　【図５】本発明の例示的な実施形態に係る図３のＩＰＭ機械に使用する、中
　　心から第１の方向に角度的にオフセットされた軸突起切欠き部が形成された
　　ロータ薄板の図である。
　　【図６】本発明の例示的な実施形態に係る図３のＩＰＭ機械に使用する、中
　　心に位置する軸突起切欠き部が形成されたロータ薄板の図である。
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　　【図７】本発明の例示的な実施形態に係る図３のＩＰＭ機械に使用する、中
　　心に位置する軸突起切欠き部が形成されたロータ薄板の図である。
　　【図８】本発明の例示的な実施形態に係る図３のＩＰＭ機械に使用する、中
　　心から第２の方向に角度的にオフセットされた軸突起切欠き部が形成された
　　ロータ薄板の図である。
　　【図９】本発明の例示的な実施形態に係る図３のＩＰＭ機械に使用する、中
　　心から第２の方向に角度的にオフセットされた軸突起切欠き部が形成された
　　ロータ薄板の図である。」（段落［００１５］）
　　「まず図４および図５を参照すると、ロータ薄板７４に形成された軸突起切
　　欠き部５８が中心（すなわち、中心線７６）から第１の角度方向７８にオフ
　　セットされた第１の非標準的な薄板形態を有するロータ薄板７４が示されて
　　いる。本発明の実施形態によれば、ロータ薄板７４は、複数の薄板積層体６
　　０の各々に第１の薄板群６２を形成するために使用される。このように、第
　　１の薄板群６２の軸線方向長さの範囲内にある軸線方向位置を有するロータ
　　組７０の各ロータ薄板７４（すなわち、第１の群の範囲内にある特定の軸線
　　方向位置において軸を中心として円周に配設された全ての薄板）は、第１の
　　非標準的な薄板形態を有する。図４および図５に示すように、軸突起切欠き
　　部５８は、ロータ薄板７４の製造中に選択された（８０として表す）角度で
　　中心からオフセットされるように形成される。軸突起切欠き部５８を中心か
　　ら外して位置決めする角度８０は、最大値がスロットピッチの約半分であり
　　、この角度は、極対数を乗じた２つのスロットの間の角度として定義される
　　。中心７６からの軸突起切欠き部５８の角度オフセット８０がこの最大値未
　　満であり得ることが理解される。」（段落［００３１］）
　　（３）図４には、ロータ薄板７４及びロータ薄板７４に形成された軸突起切
　　欠き部５８が描写されているものの、ロータ薄板７４の径方向の最大長さに
　　対する軸突起切欠き部５８の径方向の最大長さの割合について、その具体的
　　な数値は記載されていない。そして、図４に関連する段落［００１４］、［
　　００１５］及び［００３１］にも、ロータ薄板７４の径方向の長さに対する
　　軸突起切欠き部５８の径方向の長さの割合について記載されていない。
　　　図４について、段落［００１４］の「図面は、本発明を実施するために現
　　在考えられる好ましい実施形態を例示する。」との記載、段落［００１５］
　　の「【図４】本発明の例示的な実施形態に係る図３のＩＰＭ機械に使用する
　　、中心から第１の方向に角度的にオフセットされた軸突起切欠き部が形成さ
　　れたロータ薄板の図である。」との記載から、図４は、本願発明を実施する
　　ために現在考えられる好ましい実施形態を例示するものと理解できる。そし
　　て、「一般に、特許出願の願書に添付される図面は、明細書を補完し、特許
　　を受けようとする発明に係る技術内容を当業者に理解させるための説明図で
　　あるから、当該発明の技術内容を理解するために必要な程度の正確さを備え
　　ていれば足り、当該図面に表示された寸法については、必ずしも厳密な正確
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　　さが要求されるものではない。」（知財高判平成２５年１０月３０日　平成
　　２５年(行ケ)１００１５号）とされている。してみるに、図４は、本願発明
　　を実施するために現在考えられる好ましい実施形態を例示する説明図であっ
　　て、図４が薄板（３０）の長さに対する軸突起切欠き部（５８）の径方向の
　　最大長さを厳密に特定できるほどの正確さを有したものとは認められない。
　　このことは、図４を実測して求めた、薄板（３０）に対応するロータ薄板（
　　７４）の径方向の最大長さに対する軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大
　　長さの割合が、約５３％であるのに対し、図４と同じ実施形態の図面である
　　図２を実測して求めた、この割合が、約６６％であることからも裏付けられ
　　るものである。
　　　したがって、図４を実測した場合に、軸突起切欠き部（５８）の径方向の
　　最大長さが、複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの約５３％であるとし
　　ても、このことをもって、この割合が約５３％であるという事項が、図４か
　　ら把握できるものとはいえない。
　　　そして、仮に、軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、複数の薄
　　板（３０）の径方向の最大長さの約５３％であるという事項が、図４から把
　　握できたとしても、当初明細書等には、薄板（３０）の径方向の最大長さに
　　対する軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さの割合の上限値を特定す
　　ることについて、何ら記載されていないから、当初明細書等の記載から「前
　　記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３０）
　　の径方向の最大長さの６０％未満である」という事項を把握することはでき
　　ない。さらに、「前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記
　　複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの６０％未満である」という事項は
　　、下限値の特定がないため、「６０％未満」である１％、１０％、３０％等
　　も含み得るものであり、軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さがかな
　　り短い形態を含むが、このような形態は当初明細書等に記載されたものでは
　　なく、また当初明細書等の記載から自明な事項でもない。
　　（４）次に、請求人の主張について検討する。請求人は、令和３年６月２５
　　日提出の意見書にて、以下の点を主張する。
　　「また、図４に示されたロータ薄板の形状をそのまま採用してロータ薄板を
　　制作して、本発明を実施できることは当業者に明らかでありますので、『図
　　４は軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、複数の薄板（３０）の
　　径方向の最大長さの約５３％である』と図４を把握することが可能であり、
　　この把握に基づき特定された『前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大
　　長さが、前記複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの６０％未満である』
　　という事項は、当初明細書等に記載されたものであると言えると思料いたし
　　ます。」（以下、「主張１」という。）
　　「明細書に開示のない事項にかかる補正の新規事項の該当性に関する判断を
　　行った判決については、知財高判平成３０年８月２２日　平成２９年(行ケ)
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　　１０２１６号等を参照すべきであると思料いたします。」（以下、「主張２
　　」という。）
　　　主張１に関し、上述したとおり「図４は軸突起切欠き部（５８）の径方向
　　の最大長さが、複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの約５３％である」
　　という事項及び「前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記
　　複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの６０％未満である」という事項は
　　、当初明細書等に記載されたものではなく、また当初明細書等の記載から自
　　明な事項でもない。
　　　主張２に関し、補正が、特許法第１７条の２第３項に規定する要件を満た
　　しているか否かは、事案毎に判断されるべきものであり、「明細書に開示の
　　ない事項にかかる補正の新規事項の該当性に関する判断を行った判決」が存
　　在することが、直ちに本件における判断に影響を与えるものでない。
　　　以上から、主張１及び主張２は採用できない。
　　（５）よって、請求項１、６及び８の「前記軸突起切欠き部（５８）の径方
　　向の最大長さが、前記複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの６０％未満
　　である」という事項は、当初明細書等に記載されたものではなく、また当初
　　明細書等の記載から自明な事項でもないから、本件補正は、当初明細書等の
　　全ての記載を総合することにより導かれる技術的事項との関係において、新
　　たな技術的事項を導入しないものとはいえない。

　　３　本件補正についてのむすび
　　　したがって、本件補正は、特許法１７条の２第３項の規定に違反するので
　　、同法１５９条１項の規定において読み替えて準用する同法５３条１項の規
　　定により却下すべきものである。
　　　よって、上記補正の却下の決定の結論のとおり決定する。

　　第３　本願発明について
　　１　本願発明
　　　令和３年６月２５日提出の手続補正書でした補正は、上記のとおり却下さ
　　れたので、本願の請求項１～８に係る発明は、令和３年３月１１日提出の手
　　続補正書で補正された特許請求の範囲の請求項１～８に記載された事項によ
　　り特定される、前記第２［理由］１（２）に記載のとおりのものである。

　　２　当審における拒絶の理由
　　　令和３年５月１４日付けで当審が通知した拒絶理由（最後の拒絶理由）の
　　うち理由１は、令和３年３月１１日提出の手続補正書でした補正は、下記の
　　点で当初明細書等に記載した事項の範囲内においてしたものでないから、特
　　許法第１７条の２第３項に規定する要件を満たしていない、というものであ
　　る。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　上記手続補正書でした補正により、請求項１、６及び８に「前記軸突起切
　　欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（３０）の径方向の
　　最大長さの６０％未満である」事項が追加された。
　　　請求人は、当該事項の補正の根拠について、同日（令和３年３月１１日）
　　付けの意見書で以下のとおり主張する。
　　「軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、複数の薄板（３０）の径
　　方向の最大長さの６０％未満である点は、少なくとも図４及び、本願明細書
　　第００３１段落の『まず図４および図５を参照すると、ロータ薄板７４に形
　　成された軸突起切欠き部５８が中心（すなわち、中心線７６）から第１の角
　　度方向７８にオフセットされた第１の非標準的な薄板形態を有するロータ薄
　　板７４が示されている。本発明の実施形態によれば、ロータ薄板７４は、複
　　数の薄板積層体６０の各々に第１の薄板群６２を形成するために使用される
　　。このように、第１の薄板群６２の軸線方向長さの範囲内にある軸線方向位
　　置を有するロータ組７０の各ロータ薄板７４（すなわち、第１の群の範囲内
　　にある特定の軸線方向位置において軸を中心として円周に配設された全ての
　　薄板）は、第１の非標準的な薄板形態を有する。図４および図５に示すよう
　　に、軸突起切欠き部５８は、ロータ薄板７４の製造中に選択された（８０と
　　して表す）角度で中心からオフセットされるように形成される。』との記載
　　に基づくものでありますので、新規事項を導入するものではないと思料致し
　　ます。
　　　すなわち、図４は軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、複数の
　　薄板（３０）の径方向の最大長さの約５３％である実施例を示しております
　　。」
　　　しかし、請求人が主張する段落［００３１］には、軸突起切欠き部（５８
　　）の径方向の最大長さを、複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの６０％
　　未満であるとする点は記載されておらず、当初明細書等の他の段落にも何ら
　　記載されていない。また、図４に関し当初明細書等には、「図面は、本発明
　　を実施するために現在考えられる好ましい実施形態を例示する。」（段落［
　　００１４］）及び「【図４】本発明の例示的な実施形態に係る図３のＩＰＭ
　　機械に使用する、中心から第１の方向に角度的にオフセットされた軸突起切
　　欠き部が形成されたロータ薄板の図である。」（段落［００１５］）と記載
　　されている。そして、「一般に、特許出願の願書に添付される図面は、明細
　　書を補完し、特許を受けようとする発明に係る技術内容を当業者に理解させ
　　るための説明図であるから、当該発明の技術内容を理解するために必要な程
　　度の正確さを備えていれば足り、当該図面に表示された寸法については、必
　　ずしも厳密な正確さが要求されるものではない。」（知財高判平成２５年１
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　　０月３０日　平成２５年(行ケ)１００１５号）とされている。
　　　以上から、図４は、本願発明を実施するために現在考えられる好ましい実
　　施形態を例示する図にすぎず、図４が、薄板の長さに対する軸突起切欠き部
　　の径方向の最大長さを厳密に特定できるほどの正確さを有したものとは認め
　　らない。したがって、図４及び段落［００３１］を根拠として、「図４は軸
　　突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、複数の薄板（３０）の径方向
　　の最大長さの約５３％である」と図４を把握し、この把握に基づき特定され
　　た「前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが、前記複数の薄板（
　　３０）の径方向の最大長さの６０％未満である」という事項は、当初明細書
　　等に記載されたものではなく、また当初明細書等の記載から自明な事項でも
　　ないから、当初明細書等の全ての記載を総合することにより導かれる技術的
　　事項との関係において、新たな技術的事項を 導入しないものとはいえない
　　。
　　　よって、請求項１、６及び８についての本願補正は、当初明細書等に記載
　　した事項の範囲内においてしたものでないから、特許法第１７条の２第３項
　　に規定する要件を満たしていない。

　　３　当審の判断
　　　令和３年３月１１日提出の手続補正書で補正された特許請求の範囲の請求
　　項１、６及び８には、「前記軸突起切欠き部（５８）の径方向の最大長さが
　　、前記複数の薄板（３０）の径方向の最大長さの６０％未満である」事項が
　　記載されている。そして、前記第２［理由］２で検討したとおり、当該事項
　　は、当初明細書等に記載されたものではなく、また当初明細書等の記載から
　　自明な事項でもないから、令和３年３月１１日提出の手続補正書でした補正
　　は、当初明細書等の全ての記載を総合することにより導かれる技術的事項と
　　の関係において、新たな技術的事項を導入しないものとはいえない。

　　第４ むすび
　　　以上のとおり、令和３年３月１１日提出の手続補正書でした補正は、当初
　　明細書等に記載した事項の範囲内においてしたものでないから、特許法第１
　　７条の２第３項に規定する要件を満たしていない。よって、この出願は拒絶
　　をすべきものである。
　　　したがって、結論のとおり審決する。

　　　　　　　　令和　３年　９月２９日

　　　　　　　　　　　　　　　　　審判長　　特許庁審判官　柿崎 拓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特許庁審判官　岡澤 洋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特許庁審判官　関口 哲生
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　　（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（
　　附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被
　　告として、提起することができます。
　　　
　　審判長　柿崎　拓　　　　　　　　　　　
　　　出訴期間として在外者に対し９０日を附加する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〔審決分類〕Ｐ１８　　．１２１－ＷＺ　（Ｈ０２Ｋ）
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